
 

○津市普通財産の貸付け及び売払いに関する事務取扱要綱 

平成 27 年１月 19 日訓第６号 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の所有に属する普通財産（不動産に限る。以下同じ。）の貸付

け（地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238 条の５第１項の規定による貸付けをい

う。以下同じ。）及び売払い（同項の規定による売払いをいう。以下同じ。）に係る事

務の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

（普通財産の貸付けを行うことができる場合） 

第２条 普通財産の貸付けは、今後においても公用又は公共用に供する予定がなく、又は

本市の事務を円滑に行うため必要な用に供する見込みがなく、及び売払いの可能性が低

いものについて行うことができる。 

（普通財産の貸付方法） 

第３条 普通財産の貸付けは、次項及び津市契約規則（平成 18 年津市規則第 40 号。以下

「契約規則」という。）第９条第５号に規定する場合を除き、一般競争入札により行う

ものとする。 

２ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「施行令」という。）第 167 条の２

第１項第２号の規定に基づき、随意契約により普通財産の貸付けを行うことができる場

合は、次のとおりとする。 

(１) 津市財産に関する条例（平成 18 年津市条例第 52 号。以下「条例」という。）第

８条第１項第５号又は第７号に掲げる場合 

(２) 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において、公用、公共用、公共

的な事業の用又は公益事業の用に供する場合 

(３) 電気事業、ガス事業又は通信事業の用に供する場合 

(４) 国又は地方公共団体が発注する工事の請負人において当該工事の用に供する場合 

(５) 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体が実施する学術調査、研究等の

用に供する場合 

(６) 災害その他の緊急事態の発生により、応急施設等の用に供する場合 

(７) 前各号に掲げるもののほか、本市の事務事業を推進する上で必要な場合 

（普通財産の貸付料の算定） 

第４条 条例第９条に規定する相当の貸付料は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号

に定める方法で算定した額とする。 

(１) 貸付けの目的が営利の場合 １年につき当該貸付けの目的となる土地又は建物の

適正な評価額に 100 分の６を乗じて算定した額を下らない額で市長が定める額 

(２) 貸付けの目的が非営利の場合 １年につき当該貸付けの目的となる土地又は建物

の適正な評価額に 100 分の４を乗じて算定した額を下らない額で市長が定める額 

(３) 貸付けの目的が電気事業又は通信事業の用に供する場合において、電柱、支線、

支柱等（以下「電柱等」という。）を設置する場合 １年につき当該電柱等１本当たり

1,500 円を乗じて算定した額 

(４) 貸付けの目的が郵便差出箱及び信書便差出箱（以下「郵便差出箱等」という。）

の設置の用に供する場合 １年につき当該郵便差出箱等１個当たり 690 円を乗じて算

定した額 

(５) その他の場合 市長が適当と認める額 

２ 前項第１号及び第２号に規定する適正な評価額は、固定資産評価基準（昭和 38 年自治

省告示第 158 号）を基礎として算定する評価額とする。ただし、固定資産評価基準を基

礎として算定することが困難な場合は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価の額又は近

隣不動産の取引事例における売買価格を基礎として決定した価格とすることができる。 

３ 普通財産の貸付期間（以下「貸付期間」という。）に１年未満の端数の期間がある場

合は、当該期間については、日割計算によって貸付料を算定するものとする。貸付期間



 

が１年未満の場合も同様とする。 

４ ３年を超える貸付期間の場合の貸付料は、３年ごとに見直すものとする。 

５ 貸付料の額に１円未満の端数がある場合は、その端数金額を切り捨てるものとする。 

（経費の負担） 

第５条 普通財産を借り受けた者（以下「借受人」という。）は、これに伴い必要となる

電気、水道、下水道、ガス等に係る経費について負担するものとする。ただし、市長が

特別な事由があると認める場合は、当該経費を減額し、又は免除することができる。  

２ 前項の経費の算定は、借受人により設置されるメーター等の指示値に基づき行うもの

とする。ただし、市長が必要と認める場合については、この限りでない。 

（普通財産の貸付時の担保又は保証人） 

第６条 条例第 13 条ただし書に規定する市長においてその必要がないと認めるときは、次

の各号のいずれかに該当するときとする。 

(１) 借受人が貸付料の全額を即納するとき。 

(２) 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において、公用、公共用、公共

的な事業の用又は公益事業の用に供するとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、本市の事務事業を推進する上でその必要がないと認

めるとき。 

（普通財産の貸付物件の形状変更等） 

第７条 普通財産の貸付けを行う場合において、借受人から貸付物件の形状変更（用途の

変更を含む。以下同じ。）の申出がある場合は、あらかじめ協議の上、その可否を決定

するものとする。 

２ 貸付物件の形状変更は、原則として、借受人の負担によりこれを行うものとする。 

３ 貸付物件の形状変更を行った場合において、借受人が負担した必要経費又は有益費等

については、貸付期間の終了等によって貸付物件が返還される際の取扱いをあらかじめ

協議の上、契約書等に定めておくものとする。 

（売払対象となる普通財産等） 

第８条 売払対象となる普通財産は、本市が行政上利活用する予定がなく、かつ、保有す

る必要がないと認められる普通財産のうち、津市普通財産処分等審査委員会の審査にお

いて、処分の方針等が決定したものとする。 

２ 売払事務は、売り払おうとする普通財産を所管する課等において行うものとする。 

（売払前の整理） 

第９条 普通財産の売払いに当たっては、財産管理課長と協議の上、次に掲げる措置を行

うものとする。 

(１) 境界の確認 

(２) 測量 

(３) 土地に係る更正のための登記申請行為 

(４) 建物に係る登記申請行為（建物及び工作物（以下「建物等」という。）を含めて

売り払う場合に限る。） 

(５) 建物等の除去（建物等を含めて売り払う場合を除く。） 

(６) 売払予定価格（以下「予定価格」という。）の算定 

(７) 国又は他の地方公共団体からの取得要望の有無の確認 

(８) その他市長が必要と認める措置 

２ 建物等を含めて売り払うことができる場合は、次の各号のいずれかに該当する場合と

する。 

(１) 建物等に価値があるため、建物等を含めて売り払う方が有利な条件となる見込み

のある場合 

(２) 建物等はおおむね資産価値がないものの、その後の開発行為等を考慮し建物等を

含めて売り払う方が有利な条件となる見込みのある場合 

(３) 建物等におおむね資産価値がなく、固定資産評価基準を基礎として算定する更地



 

の場合の土地の評価額と、建物等の除去に要する費用を比較して建物等を含めて売り

払う方が有利な条件となる見込みのある場合 

(４) その他市長が現状有姿により売り払うことが適切であると認める場合 

（売払方法） 

第 10 条 普通財産の売払いは、次項及び契約規則第９条第４号に規定する場合を除き、一

般競争入札（契約規則第 13 条第１項に規定するインターネット売却システムを活用した

売払いを含む。以下同じ。）により行うものとする。 

２ 施行令第 167 条の２第１項第２号の規定に基づき、随意契約により普通財産の売払い

を行うことができる場合は、次のとおりとする。 

(１) 国、地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において、公用、公共用、公共

的な事業の用又は公益事業の用に供する場合 

(２) 国又は地方公共団体が実施する公共事業に係る代替地の用に供する場合 

(３) 現に貸付けを行っている普通財産を当該普通財産の借受人に対して売り払う場合 

(４) 三角地、袋地、狭長等の不整形地で単独で利用することが困難なもの（土地の面

積がおおむね 150 平方メートル未満のものに限る。）又は土地の面積が小規模（おお

むね 100 平方メートル未満のものに限る。）であるものを当該土地の隣接土地所有者

に売り払う場合 

３ 施行令第 167 条の２第１項第７号の規定に基づき、随意契約により普通財産の売払い

を行うことができる場合は、予定価格の 1.5 倍以上の有利な価格で契約を締結できる見

込みがある場合とする。 

４ 施行令第 167 条の２第１項第８号の規定に基づき、随意契約により普通財産の売払い

を行うことができる場合は、３回の一般競争入札に付してもなお入札者又は落札者がな

く、３回目の入札日（入札参加申込者がなく入札を行わなかった場合は、３回目の入札

予定日）の翌日以降に当該一般競争入札における予定価格以上の価格をもって、最初に

買受けの申込みを行った者に当該普通財産を売り払う場合とする。 

５ 前項に規定する場合において、入札公告を行った日から１年を経過した後も買受けの

申込みがない場合は、入札条件等の精査を行った後、再度一般競争入札に付すものとす

る。 

（予定価格等） 

第 11 条 予定価格の算定方法は、原則として不動産鑑定評価を基礎として決定した価格と

する。ただし、普通財産の性質、経済性等の観点から、その価格によることが適当でな

いと市長が認める場合は、次の各号のいずれかの価格によることができる。 

(１) 固定資産評価基準を基礎として算定した価格（前条第２項第４号に規定する場合

又は緊急を要する場合に限る。） 

(２) 近隣不動産の取引事例（入札公告を行おうとする日の１年前の日までの取引事例

に限る。）における売買価格を基礎として決定した価格 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が適当と認める価格 

２ 前項に規定する不動産鑑定評価は、３年ごとに鑑定書を徴取するものとし、鑑定書を

徴取した年度の翌年度及び翌々年度は、鑑定書の徴取を行った不動産鑑定士から意見の

聴取を行い、予定価格の算定の参考とするものとする。 

３ 予定価格には、前項に規定する鑑定書及び意見の聴取に要する費用を加算するものと

する。 

４ 予定価格には、分筆を必要とする買受けを希望する者からの求めに応じて分筆、測量、

登記申請等を行った場合においては、当該費用を加算することができる。 

（売払い後の処理） 

第 12 条 普通財産を所管する課長等（津市行政財産の用途廃止及び用途廃止後の利用・活

用に関する事務取扱要綱（平成 27 年津市訓第２号）第２条第１項に規定する課長等をい

う。以下｢課長等｣という。）は、当該普通財産を売り払ったときは、売払代金の入金の

確認後、速やかに所有権移転登記を完了させなければならない。 



 

２ 課長等は、前項に規定する所有権移転登記が完了した時点において、財産管理システ

ムから出力される土地処分届又は建物処分届により、速やかに財産管理課長に報告する

とともに、同システムを用いて財産台帳に登載しなければならない。 

（委任） 

第 13 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この訓は、平成 27 年１月 20 日から施行する。 


